
１　総括

（１）人件費の状況（普通会計決算）

( 24 年度末） 23 年度の人件費率

歳 出 額

　　　　　　Ａ

住民基本台帳人口

川崎町の給与・定員管理等について

Ｂ／Ａ

人 件 費実 質 収 支
区　　分

年度
18,796 9,030,000

（参考）人 件 費 率

　　　　　　Ｂ

人　 　　　　　　％　　　　　千円 　　　　　千円

19.2
24

　　　　　　　千円 　　　　　　　　　　　％

19.3693,610 1,736,277

（２）職員給与費の状況（普通会計決算）

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職手当を含まない。
      ２　職員数は、平成 24 年4月1日現在の人数である。

24
192 749,077 102,143

区　　分
給　 料 職員手当

18,796 9,030,000

年度

19.2

1,119,991268,771

期末・勤勉手当

19.3693,610

5,833 5,612

1,736,277

一人当たり給与費　　計　　Ｂ

千円千円

給与費 B/A

一人当たり

千円 　　　　　千円人

（参考）類似団体平均

千円

　　　　　　Ａ

職員数 給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

      ２　職員数は、平成 24 年4月1日現在の人数である。

（３）特記事項

(給与減額の状況)

平成21年4月1日～平成26年3月31日

減額措置の内容

（給料）

実施

国の減額等を踏まえた減額措置の取組 減額実施期間

（給料）

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日まで給料を３％減額

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで給料を２％減額

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで給料を１％減額

（手当）

川崎町一般職員の管理職手当の額に関する規定により平成２２年９月１日から管理職手当を１５％減額

（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）（４）ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（Ｈ25）
101.9

（Ｈ25）
104.0

（Ｈ25）
103.2

100.0

105.0

（Ｈ20）
95.4 （Ｈ20）

94.9

（Ｈ20）

94.2
（Ｈ25）参考値

94.2

（Ｈ25）参考値

96.2
（Ｈ25）参考値

95.4

95.0

      （注）１ ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や
　　　　　　　 経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸級表（一）適用職員の俸級月額を１００として計算した指数。
　      　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
　      　　３　「参考値」は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法による給与減額措置が無いとした場合の値である。

90.0
川崎町 類似団体平均 全国町村平均



２　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 （１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況 25 年4月1日現在 ）

　　　　①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

区　　分 平均年齢
平均給料月額

（　）内減額前

320,558

338,907

平均給与月額

（国ベース）
平均給与月額

356,334

376,262

345,79544.5

43.1

川崎町

福岡県 424,212

（平成

歳 円 円 円

　　　　②技能労務職

Ａ／Ｂ
平均給与月
額（Ｂ）

平均年齢平均年齢 職員数
平均給料月額
（　）内減額

区分

(332,446)

平均給与月額
（国ベース）

参考民間

国

類似団体 42.5

43.1
307,220

316,601 361,874

平均給与月額
（Ａ）

(405,463)

公務員

歳

対応する民間
の類似職種

376,257
円376,257 円

342,511

円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

歳 人 円 円 円

Ａ／Ｂ

―

―

―

―

―

―

―

299,756

―

額（Ｂ）

―

―

―

―

平均年齢

―福岡県

―

367,075

309,534

―

―

4

―

354,842

―53.2

48.8

776

288,301

円
(286,850)

人歳49.9

310,962

272,119

12類似団体

国

平均年齢 職員数
前

16

川崎町

うち自動車運転手

その他

55.6

51.9

20 381,616357,251

392,729366,883

338,581

52.7 376,871

―

―

386,033

（国ベース）

―

―
(325,400)

円

387,555

378,838 374,580

―

（Ａ） の類似職種

―－ 309,534 円

歳 人 円 円 円

（注）　１　「平均給料月額」とは、平成 25 年4月1日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均です。

　　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間外勤務手当などの全ての諸手当の額を合計し

　　　　　たものであり、地方公務員給与実態調査において明らかにされているものです。

　　　　　　また、「「平均給与月額」（国ベース）は、比較のため国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出している。

―299,756 ― ―48.8 288,301 310,96212類似団体 ―

　　　　３　国歌公務員欄における「平均給与月額」及び「平均給与月額（国ベース）」の括弧書きは、給与改定・臨時特例法による給与減額措置

　　　　　　がないとした場合の値（減額前）です。

（２）職員の初任給の状況（平成 25 年4月1日現在　　）

福岡県区　　　　　分 国川崎町

円 円 円

円 円 円

(140,100)

137,500 137,200

138,699 －中　学　卒

一般行政職

大　学　卒 円
(172,200)

125,400

133,418
円高　校　卒

170,478

138,699

円

円

163,987

技能労務職

円

144,500

178,800

円

高　校　卒 138,699

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（ 平成 年4月1日現在    ）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

区　　　　分

大　学　卒 354,238

325,538

―

289,389

― 335,412

322,300

経験年数１５年以上２０年未満

―

高　校　卒

中　学　卒

234,778

経験年数１０年以上１５年未満

高　校　卒

256,657

経験年数２０年以上２５年未満

―

―

一般行政職

技能労務職

25



３　一般行政職の級別職員数等の状況
（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（ 平成 25 年4月1日現在    ）

　　　　　　　　％　　　　　　　人

　　　　　　　人

15.925

職員数 構成比

7.0

　　　　　　　　％

　　　　　　　人 　　　　　　　　％

標準的な職務内容

２　　級

主事

３　　級

１　　級

11

主任主事・主査

主事

区　　分

（注）１　川崎町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

11 7.0

　　　　　　　人 　　　　　　　　％

　　　　　　　人

　　　　　　　　％

43

　　　　　　　　％

　　　　　　　人

33.853

　　　　　　　　％

係長・課長補佐４　　級

５　　級 課長
14 8.9

　　　　　　　人

３　　級

６　　級

主任主事・主査

27.4

課長

（注）１　川崎町の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  
４級, 27.4% ４級, 31.6%

５級, 8.9% ５級, 9.5%
５級, 8.1%

６級, 7.0% ６級, 6.8% ６級, 5.1%

70%

80%

90%

100%

３級, 33.8%
３級, 36.7%

３級, 42.7%

４級, 27.4% ４級, 28.6% ４級, 31.6%

30%

40%

50%

60%

70%

　（注） 平成１８年に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ統合）　

１級, 15.9% １級, 13.6%
１級, 2.9%

２級, 7.0%
２級, 4.8%

２級, 9.6%

0%

10%

20%

平成２５年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

（２）昇給への勤務成績の反映状況

　　　人事評価制度導入に向けて検討中



４　職員の手当の状況

（１）期末手当・勤勉手当

24 年度  ） 24 年度）

千円 千円

（ 24 年度支給割合  ） （ 24 年度支給割合  ） （ 24 年度支給割合  ）

１人当たり平均支給額　（１人当たり平均支給額　（

(1.45月分) (0.65月分)(1.45月分) (0.65月分)

2.6月分

期末手当

―

　  勤勉手当

国

期末手当

1.35月分2.6月分

1,343

2.6月分

勤勉手当

1.35月分

1,540

期末手当 勤勉手当

川崎町 福岡県

（　    　月分　）

1.35月分

（　   　月分　）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）

(1.45月分)

　　・役職加算　　　　５～２０％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　　　・役職加算　５～１０％

(0.65月分)

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　・管理職加算 　１０～２５％

　　・役職加算　　　　５～２０％

(1.45月分) (0.65月分)

　　・管理職加算 　１０～２５％

（　    　月分　）

           職制上の段階、職務の級等による加算措置

（　   　月分　）

評定期間を２回（１２月～５月・６月～１１月）に分け、６月・１２月各々の勤務実績について評価を行い勤勉手当に反映させている。

（２）退職手当 25 年4月1日現在）（平成（２）退職手当 25 年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分

その他の加算措置　　 その他の加算措置

定年前早期退職特例措置2～20％加算 定年前早期退職特例措置2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　

38.955

55.86

28.7875

55.86

46.55

千円

55.8655.86

32.83

23.03

46.55

23.03

24,934

川崎町

32.83 月分

55.86

国

月分

月分

月分

（平成

28.7875

38.955

55.86

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24 年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当 25 年4月1日現在）

支給実績（ 24 年度決算） 千円

24 年度決算） 千円

％ 人 ％川崎町

支給対象地域

0

支給率

支給職員１人当たり平均支給年額（

国の制度（支給率）

0 00

支給対象職員数

0

（平成

％ 人 ％

（４）特殊勤務手当 25 年4月1日現在）

支給実績    （ 24 年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額　（ 24 年度決算） 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合   （ 24 年度） ％

川崎町

28,782

手当の種類（手当数）

3,281

0 00

55.6

2

（平成

手当の名称

伝染病等防疫作業業務 １回につき400円

災害応急作業業務
災害応急作業に従事する職員の特殊
勤務手当

主な支給対象業務

防疫等作業に従事する職員の特殊勤
務手当

主な支給対象職員

災害応急作業に従事する職員
出勤1,300円/1H
待機1,000円/1H

伝染病防疫作業に従事する職員

左記職員に対する支給単価



（５）時間外勤務手当

支給実績    （ 23 年度決算   ） 千円

職員１人当たり平均支給年額  （23 年度決算 ） 千円

支給実績    （ 24 年度決算   ） 千円

職員１人当たり平均支給年額  （24 年度決算 ） 千円

（６）その他の手当 25 年4月1日現在）

20,335

25,354

106

132

（平成（６）その他の手当 25 年4月1日現在）

（ 24 （ 24

円

手　当　名

扶養手当

配偶者13,000円
配偶者以外6,500円
（職員に配偶者がいない場合そ
のうち1人につき11,000円）15
歳～22歳の子については5,000
円加算

同

平均支給年額
支給職員１人当たり

（平成

内容及び支給単価
国の制度と
異なる内容

国の制度
との異同

千円

年度決算）

28,964

支給実績

150,854

年度決算）

円

円

借家・借間　最高27,000円
自宅　　　 　　　2,500円

同

住宅を新築・
購入してから
5年間2,500円
支給

通勤手当 8,271 千円 43,078

住居手当 57,041千円異 10,952

普通交通機関等利用者
全額支給
自動車等使用者
2,000円～24,500円（但し、徒
歩で片道2ｋｍ以上であるこ
と）

円

円

円

異

異

管理監督職にある者
休日等の勤務1回につき8,000円

管理職手当
課長補佐　5,000円
5級　37,400円
6級　39,270円

同

千円

0

１回につき
500円

～7,200円

管理職特別勤務手当

58,677千円

0

手当率
8%～25%

1,406270

千円

11,266

日直手当　　　１回  4,200円
常直手当　　　１回  7,200円
特殊日直　　　１回　　500円

宿日直手当

５　特別職の報酬等の状況 25 年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

町 長

給 料 月 額 等区 分

給

料
副　    　町　   　 長

705,000

710,000

（参考）類似団体における最高／最低額

572,000

854,000

288,000

215,100

（平成

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

　　（ 24 年度支給割合）

月分

加算措置　　20％

議 長

町 長
期
末
手

345,000

264,300

420,000

157,000

226,500

180,000副 議 長

議 員 245,000

2.60

副 　  　町　    　長

報

酬

298,500

360,000

　　（ 24 年度支給割合）

月分

　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

給料月額×在職年数×５．１ 円 任期満了毎

給料月額×在職年数×３．０ 円 任期満了毎副　 　  町　    　長

手
当

6,864,000

備　　　　考

副 議 長

14,382,000

3.1

議 員 加算措置　　25％

議 長

退
職
手
当

町 長



６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由
（各年４月１日現在）

平成 年 平成 年
人 人

人 人

人 人

人 人 -1

3

一

総務

議会

16 16

対前年
増減数

職 員 数

事務の統廃合縮小による減

-

△ 241

主な増減理由
　　　　　　　　区　　分

　部　　門

43

3

税務

-

労働 1

24 25

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　87.8 人

人 人

＜参考＞

6

165

業務増による増

1

1

16

一
般
行
政
部
門

民生

衛生

人

3

業務増による増

業務増による増

3

1 業務増による増

業務増による増

6

155

2928

5

普通会計　部門

38

商工

42

土木

13

人

＜参考＞

業務増による増

小計

農水

4

4943

教育部門 4

10

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 110 人

人 人

人 人

人口1万人当たり職員数　　　　　　　　　　 130 人

（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。
　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

40

244

37

業務減による減

小　計 人

6

193 人

水道

合　　計

7

公営企業会計部
門

[　246　]

233

その他

[　256　]

人

人人

33

207

＜参考＞

△ 1

14
＜参考＞

派遣期間満了による減

人

31

△ 3

[     －     ］

11

小　計

△ 2

　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況 25 年4月1日現在）（平成

20

25
%（例）

5

10

15

構成比

５年前の構成比

　
0

5

※　上記職員数は教育長を含まない。

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳 52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

計

未満 23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳 47歳 51歳 55歳 59歳 以上

人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人 人

1 6 19 16 10 16 22 28 34 51 40 0 243

区　分

職員数

※　上記職員数は教育長を含まない。



（３）職員数の推移

（単位：％・人）

40

3

156

△ 3

２５年

42

10

過去５年間の

37

1

一般行政 154職員数

　　　　　　　　　区　　分

部　　門

37

155

38

5

職員数 39

増 減

２４年

△ 3

156

２３年

教　育

5.8%151

9増 減

２１年

4

165

２２年

△ 2

△ 2

7.7%

3

２０年
増減数（率）

△ 1

（注）１　各年における定数管理調査において報告した部門別職員数

△ 18

3 △ 3

230246

-36.2%

-3.6%

△ 9△ 16

37

1

11

公 営 企 業 職員数

等 会 計

増 減

増 減

職員数計 253 245

増 減

58 54

4

37

△ 8

1△ 4

4055

244233

△ 2

△ 21

3

1

3

3

△ 3



８　公営企業職員の状況
（１）水道事業
  　① 職員給与費の状況

ア　決算

　（参考）

23 年度の総費用に占

％千円　

純損益又は

40,509

区　　分 総費用

Ａ  

372,263
24

3,702
年度

10.9

千円　　　　　千円

　　　　　　Ｂ／Ａ

職員給与費比率

％

Ｂ　

職員給与費

める職員給与費比率

総費用に占める

11.2

実質収支

　　　　　　　

（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。
      ２　職員数は、平成 24 年3月31日現在の人数である。

イ　特記事項

千円

4,892 9,85325,764 40,509

職員数

人

職員手当

千円

給　 料 期末・勤勉手当　　　　　　Ａ

6 6,752

（参考）市町村平均区　　分

6,258

給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

千円

　　計　　Ｂ     給与費 　　B/A 一人当たり給与費

    一人当たり

千円 　　　　　千円
24 年度

千円

(給与減額の状況)

平成21年4月1日～平成26年3月31日

減額措置の内容

（給料）

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２１年４月１日から平成２４年３月３１日まで給料を３％減額

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２４年４月１日から平成２５年３月３１日まで給料を２％減額

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで給料を１％減額

国の減額等を踏まえた減額措置の取組

実施

減額実施期間

川崎町一般職の職員等の給与の特例に関する条例により平成２５年４月１日から平成２６年３月３１日まで給料を１％減額

（手当）

川崎町一般職員の管理職手当の額に関する規定により平成２２年９月１日から管理職手当を１５％減額

② 職員の基本給、平均月収額及び平均年齢の状況 25 年4月1日現在）

歳 円 円

歳 円 円

47.2 529,118

332,017

376,109

461,759

　　　　　　区　　分 平　均　年　齢

44.5

基本給

川崎町水道事業

平均月収額

（平成

川崎町一般行政職 歳 円 円

③ 職員の手当の状況

ア　期末手当・勤勉手当

24 年度　） 24 年度　）

千円　 千円　

川崎町水道事業

332,017

1,343

461,75944.5

川崎町一般行政職

１人当たり平均支給額（

川崎町一般行政職

１人当たり平均支給額（

1,642 千円　 千円　

（ 24 年度支給割合　） （ 24 年度支給割合　）

　　期末手当　 勤勉手当

2.60  月分  月分  月分  月分

(  )月分 （　    　 ）月分 （ ）月分 （ ）月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

1,343

職制上の段階、職務の級等による加算措置

　　　　　　　・役職加算　５％～１０％

職制上の段階、職務の級等による加算措置

2.60

期末手当 勤勉手当

1.35

1,642

1.35

・役職加算　５～１０％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

イ　退職手当 25 年4月1日現在）

（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　

勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分

勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分46.55 55.86

28.7875

川崎町一般行政職

23.03

55.86

38.955 38.955

28.7875

勧奨・定年

32.83

自己都合

川崎町水道事業

46.55

（平成

32.83

23.03

勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分

最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分

その他の加算措置　　　

定年前早期退職特例措置2～20％加算 定年前早期退職特例措置2～20％加算

１人当たり平均支給額　　　　 千円 １人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、24 年度に退職した職員に支給された平均額である。

24,9340

55.8655.86 55.86

その他の加算措置　　　　

55.86



ウ　地域手当 25 年4月1日現在）

24 年度決算） 千円

24 年度決算）    円

％ 人 ％

エ　特殊勤務手当 25 年4月1日現在）

支給実績    （ 24 年度決算） 千円

支給対象職員数

（平成

0

支給率

0

0

支給対象地域

0

一般行政職の制度（支給率）

支給実績（

川崎町 0

0

支給職員１人当たり平均支給年額（

（平成

支給実績    （ 24 年度決算） 千円

支給職員１人当たり平均支給年額　（ 24 年度決算） 　円

　％

職員全体に占める手当支給職員の割合   （ 24 年度） ％0

0.0

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

職員全体に占める手当支給職員の割合（２４年度）

手当の種類（手当数） 2

0

0

オ 時間外勤務手当

23 年度決算   ） 千円

23 年度決算 ） 千円

24 年度決算   ） 千円

24 年度決算 ） 千円

（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。

支給実績    （

支給実績    （

職員１人当たり平均支給年額  （

職員１人当たり平均支給年額  （ 113

788

602

100

カ　その他の手当 25 年4月1日現在）

（ 24 （ 24

円

（平成

手　当　名 内容及び支給単価

扶養手当

配偶者13,000円
配偶者以外6,500円
（職員に配偶者がいない場合そ
のうち1人につき11,000円）
15歳～22歳の子については

一般行政職の
制度との異同

同 千円 311,7501,871

年度決算）年度決算）

一般行政職
の制度と異
なる内容

支給職員１人当たり
支給実績

平均支給年額

円

円

5,000円加算

通勤手当

普通交通機関等利用者
全額支給
自動車等使用者
2,000円～24,500円
（但し、徒歩で片道２ｋｍ以上

同

789同住居手当

千円186

千円

31,050

借家・借間　　最高27,000円
自宅　　　 　　　　2,500円

131,500

（但し、徒歩で片道２ｋｍ以上
であること）



９　職員の福祉の状況

　(1)　職員の健康

　労働安全衛生法に基づき、職場における職員の安全と健康を保持するため、定期健康診断を実施している。

健康診断（年１回）

　受診状況　受診状況

　(2)　共済制度

年　　　度 　受　診　者　数

２４年度 ２２７人

　職員の健康保険や年金制度については、福岡県市町村職員共済組合に加入し、共済組合が短期給付事業

（医療関係）、長期給付事業（年金関係）、福祉事業（総合健診・貯金・貸付）を行っている。

　(3)　公務災害補償

　職員が公務中や通勤途中に災害を受けた場合は、地方公務員災害補償法に基づき、療養補償などを行う。　職員が公務中や通勤途中に災害を受けた場合は、地方公務員災害補償法に基づき、療養補償などを行う。

　公務災害の状況（２４年度実績）

公　務　災　害 ４　件

通　勤　災　害 ０　件

　(4)　職員厚生会

　会員の福利厚生に関する事業を実施、相互扶助及び親睦を図ることを目的として、会員の掛金及び負担

金で運営している。

　事業内容

２５年度予算 3,983千円 3,983千円

年　　　度 会員掛金総額 町助成額

２４年度決算 4,001千円 4,001千円

慶弔給付（福岡県市町村福祉協会に加入）

職員旅行、スポーツ大会


